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【手続補正書】
【提出日】平成21年11月6日(2009.11.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のジョブ処理を連携させた連携処理を実行する連携システム内のジョブ処理装置で
あって、
　連携処理の対象である対象データに対してジョブ処理を実行するジョブ処理部と、
　連携処理ごとに、対象データを特定する対象データ識別情報と、対象データの送信元を
特定する送信元識別情報と、ジョブ処理された対象データの送信先を特定する送信先識別
情報と、を互いに関連付けた連携テーブルを管理する連携テーブル管理部と、
　を有する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のジョブ処理装置において、
　連携処理の対象である対象データを管理する対象データ管理部をさらに有し、
　前記連携テーブルは、連携処理の依頼元であるジョブ依頼装置によって参照され、
　前記対象データ管理部は、前記連携テーブルを参照したジョブ依頼装置によって指示さ
れた対象データを削除する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。
【請求項３】
　請求項２に記載のジョブ処理装置において、
　対象データを削除するための指示書データを作成する指示書作成部をさらに有し、
　前記指示書作成部は、作成した指示書データをジョブ依頼装置へ送信し、
　前記対象データ管理部は、当該指示書データに従ってジョブ依頼装置が行う削除要求に
応じて対象データを削除する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。
【請求項４】
　請求項３に記載のジョブ処理装置において、
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　前記指示書作成部は、複数のジョブ処理装置へ次々に転送されて複数のジョブ処理装置
で管理される対象データを一括削除するための指示書データを作成する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。
【請求項５】
　請求項１に記載のジョブ処理装置において、
　当該ジョブ処理装置からアクセス可能な複数のジョブ処理装置のリストを含んだ経路テ
ーブルを管理する経路テーブル管理部と、
　連携処理の依頼元であるジョブ依頼装置からの指示に基づいて経路テーブルから選択さ
れたジョブ処理装置へ対象データを送信するための指示書データを作成する指示書作成部
と、
　をさらに有する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。
【請求項６】
　複数のジョブ処理装置に対して連携処理を依頼するジョブ依頼装置であって、
　各ジョブ処理装置によって管理された連携テーブルを参照する連携テーブル参照部を有
し、
　前記連携テーブルには、ジョブ処理された対象データの送信先を特定する送信先識別情
報が含まれており、
　前記連携テーブル参照部は、各ジョブ処理装置の連携テーブルに含まれる送信先識別情
報に基づいて送信先のジョブ処理装置へアクセスすることにより、複数のジョブ処理装置
へ次々にアクセスして各ジョブ処理装置の連携テーブルを参照する、
　ことを特徴とするジョブ依頼装置。
【請求項７】
　請求項６に記載のジョブ依頼装置において、
　前記連携テーブルには、ジョブ処理の処理状態を示す処理状態情報が含まれており、
　前記連携テーブル参照部は、複数のジョブ処理装置へ次々にアクセスして各ジョブ処理
装置の連携テーブルに含まれる処理状態情報を参照し、
　これにより、複数のジョブ処理装置の各々におけるジョブ処理の処理状態を確認するこ
とができる、
　ことを特徴とするジョブ依頼装置。
【請求項８】
　請求項６に記載のジョブ依頼装置において、
　前記連携テーブルには、連携処理の対象である対象データを特定する対象データ識別情
報が含まれており、
　前記連携テーブル参照部は、複数のジョブ処理装置へ次々にアクセスして各ジョブ処理
装置の連携テーブルに含まれる対象データ識別情報を参照し、
　これにより、複数のジョブ処理装置の各々によって管理された対象データを特定するこ
とができ、必要に応じて、各ジョブ処理装置に対して対象データの削除要求を行う、
　ことを特徴とするジョブ依頼装置。
【請求項９】
　請求項６に記載のジョブ依頼装置において、
　各ジョブ処理装置によって管理された経路テーブルを参照する経路テーブル参照部をさ
らに有し、
　前記経路テーブルには、その経路テーブルを管理するジョブ処理装置からアクセス可能
な複数のジョブ処理装置のリストが含まれており、
　これにより、各ジョブ処理装置の経路テーブルを参照して、必要に応じて、各ジョブ処
理装置に対してアクセス可能なジョブ処理装置への経路変更指示を行う、
　ことを特徴とするジョブ依頼装置。
【請求項１０】
　連携システム内のジョブ処理装置が実行する方法であって、
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　連携処理の対象である対象データに対してジョブ処理を実行するジョブ処理ステップと
、
　連携処理ごとに、対象データを特定する対象データ識別情報と、対象データの送信元を
特定する送信元識別情報と、ジョブ処理された対象データの送信先を特定する送信先識別
情報と、を互いに関連付けた連携テーブルを管理する連携テーブル管理ステップと、
　を実行する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の方法において、
　連携処理の対象である対象データを管理する対象データ管理ステップをさらに実行し、
　前記連携テーブルは、連携処理の依頼元であるジョブ依頼装置によって参照され、
　前記管理された対象データのうち、前記連携テーブルを参照したジョブ依頼装置によっ
て指示された対象データを削除する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の方法において、
　対象データを削除するための指示書データを作成する指示書作成ステップと、
　当該指示書データをジョブ依頼装置へ送信する送信ステップと、
　をさらに実行し、
　当該指示書データに従ってジョブ依頼装置が行う削除要求に応じて対象データを削除す
る、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の方法において、
　複数のジョブ処理装置へ次々に転送されて複数のジョブ処理装置で管理される対象デー
タを一括削除するための指示書データを作成する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　請求項１０に記載の方法において、
　当該ジョブ処理装置からアクセス可能な複数のジョブ処理装置のリストを含んだ経路テ
ーブルを管理する経路テーブル管理ステップと、
　連携処理の依頼元であるジョブ依頼装置からの指示に基づいて経路テーブルから選択さ
れたジョブ処理装置へ対象データを送信するための指示書データを作成する指示書作成ス
テップと、
　をさらに実行する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１５】
　他の装置から転送され、且つ、当該他の装置と連携して行う処理の対象である対象デー
タに対してジョブ処理を実行するジョブ処理部と、
　前記ジョブ処理部によって処理された対象データの送信先を特定する送信先識別情報と
当該送信先において提供しているジョブ処理の内容とを関連付けて管理する管理部と、
　前記他の装置から転送された前記対象データに対し、前記ジョブ処理部において実行さ
れるジョブ処理の処理状態が所望の結果を得られていない場合に、前記管理部に基づいて
選択された送信先に前記対象データを送信する送信部と、
　を有する、
　ことを特徴とするジョブ処理装置。


	header
	written-amendment

